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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 111,515 111,981

受取手形及び売掛金 17,738 15,432

たな卸資産 4,268 －

商品及び製品 － 4,917

仕掛品 － 291

原材料及び貯蔵品 － 581

コンテンツ制作勘定 14,793 18,392

繰延税金資産 4,158 3,882

その他 3,642 3,179

貸倒引当金 △385 △270

流動資産合計 155,730 158,387

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,024 16,467

減価償却累計額 △11,641 △11,849

建物及び構築物（純額） 5,382 4,618

工具、器具及び備品 11,357 11,577

減価償却累計額 △8,124 △8,274

工具、器具及び備品（純額） 3,233 3,302

アミューズメント機器 31,393 21,344

減価償却累計額 △25,486 △18,753

アミューズメント機器（純額） 5,906 2,590

その他 19 56

減価償却累計額 △15 △20

その他（純額） 3 36

土地 5,404 8,515

建設仮勘定 8 19

有形固定資産合計 19,939 19,082

無形固定資産   

のれん 18,883 17,771

その他 1,140 925

無形固定資産合計 20,024 18,697

投資その他の資産   

投資有価証券 656 2,063

長期貸付金 171 360

差入保証金 13,235 12,327

建設協力金 1,524 1,249

破産更生債権等 327 376

繰延税金資産 852 952

その他 ※1  621 ※1  528

貸倒引当金 △948 △831

投資その他の資産合計 16,440 17,027

固定資産合計 56,404 54,806

資産合計 212,134 213,194
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,704 10,097

短期借入金 26 26

未払金 3,912 2,884

未払費用 1,859 1,503

未払法人税等 763 3,239

未払消費税等 699 686

前受金 1,145 563

預り金 551 517

賞与引当金 1,802 1,413

返品調整引当金 1,135 1,598

店舗閉鎖損失引当金 226 445

その他 257 499

流動負債合計 23,082 23,477

固定負債   

社債 37,000 37,000

退職給付引当金 1,528 1,644

役員退職慰労引当金 215 236

店舗閉鎖損失引当金 796 721

その他 1,318 1,390

固定負債合計 40,858 40,992

負債合計 63,940 64,469

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,928 15,134

資本剰余金 44,169 44,375

利益剰余金 90,295 93,220

自己株式 △841 △852

株主資本合計 148,552 151,879

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12 △71

為替換算調整勘定 △1,504 △4,488

評価・換算差額等合計 △1,517 △4,560

新株予約権 81 410

少数株主持分 1,077 995

純資産合計 148,193 148,724

負債純資産合計 212,134 213,194
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

商品及び製品売上高 65,719 30,433

売上高合計 65,719 30,433

営業収益   

事業会社運営等収入 － 595

商標使用料 － 426

営業収益合計 － 1,021

営業総収入合計 65,719 31,454

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 735 851

当期商品仕入高 11,775 6,040

当期製品製造原価 ※2  18,048 ※2  7,378

合計 30,559 14,269

他勘定振替高 ※3  124 ※3  9

会社分割による商品減少高 － 907

商品及び製品期末たな卸高 851 －

売上原価合計 ※1  29,583 ※1  13,352

売上総利益 36,135 －

返品調整引当金戻入額 1,078 492

返品調整引当金繰入額 492 515

差引売上総利益 36,721 －

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 727 302

広告宣伝費 4,569 1,617

貸倒引当金繰入額 8 －

役員報酬 191 135

給料及び手当 6,130 2,792

賞与引当金繰入額 728 409

退職給付費用 111 60

役員退職慰労引当金繰入額 30 5

福利厚生費 754 348

賃借料 1,143 567

支払手数料 2,834 1,671

減価償却費 898 444

外注費 731 585

通信費 1,122 539

その他 2,110 976

販売費及び一般管理費合計 ※3  22,091 ※3  10,457
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業費用   

役員報酬 － 87

株式報酬費用 － 59

業務委託費 － 44

租税公課 － 91

支払手数料 － 212

減価償却費 － 16

その他 － 23

営業費用合計 － 534

営業総支出合計 － 24,367

営業利益 14,629 7,087

営業外収益   

受取利息 ※7  784 ※7  832

受取配当金 6 16

受取賃貸料 66 31

有価証券利息 229 63

雑収入 158 85

営業外収益合計 1,244 1,029

営業外費用   

為替差損 1,711 1,042

コンテンツ廃棄損 1,799 －

支払手数料 － 151

雑損失 6 0

営業外費用合計 3,516 1,194

経常利益 12,357 6,922

特別利益   

固定資産売却益 ※4  － ※4  1

投資有価証券売却益 52 －

貸倒引当金戻入額 14 －

その他 0 －

特別利益合計 67 1

特別損失   

固定資産売却損 ※5  15 ※5  －

固定資産除却損 ※6  130 ※6  33

関係会社株式評価損 1,280 91

投資有価証券評価損 16 9

減損損失 ※8  － ※8  92

貸倒引当金繰入額 241 188

訴訟和解金 156 －

特別損失合計 1,840 414

匿名組合損益分配前税引前当期純利益 10,584 6,510

匿名組合損益分配額 4 △8

税引前当期純利益 10,580 6,518

法人税、住民税及び事業税 69 1,635

法人税等調整額 5,206 1,024

法人税等合計 5,276 2,660

当期純利益 5,304 3,858
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平成20年６月23日

株式会社スクウェア・エニックス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社スクウェア・エニックス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

追記事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成20年

10月１日を目処に会社の既存事業を分社化し、持株会社体制に移行する方針を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月24日

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・

エニックス)の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・エニック

ス)及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社の完全子会社である英国SQEX LTD.は、英国法に基づくス

キーム・オブ・アレンジメントにつき英国裁判所の許可を受け、平成21年４月22日を効力発生日として、英

国Eidos plc（現Eidos Ltd）の全株式の買付けが完了し、これにより英国Eidos plc（現Eidos Ltd）を同日

をもって完全子会社化している。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 

─ 128 ─



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社スクウ

ェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・エニックス)の平成21年３月31日現

在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見す

ることができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・

エニックス)が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報

告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 内部統制報告書に記載されているとおり、事業年度の末日後、欧州並びに北米地域における開発・販売強

化策の一環として、英国Eidos plc（現Eidos Ltd）を買収し、連結子会社とした。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月23日

株式会社スクウェア・エニックス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第28期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スクウェア・エニックスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成20年

10月１日を目処に会社の既存事業を分社化し、持株会社体制に移行する方針を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月24日

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・

エニックス)の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・エニックス)の

平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成 21年 6月 24日 

【会社名】 株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

【英訳名】 SQUARE ENIX HOLDINGS CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 和田 洋一 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 経理財務担当 松田 洋祐 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  



代表取締役社長和田洋一及び取締役経理財務担当松田洋祐は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及

び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準

並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書）」に示されて

いる内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。  

  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

おります。  

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社である株式

会社スクウェア・エニックス、株式会社タイトー、SQUARE ENIX, INC.、及び、SQUARE ENIX LTD.を対象

として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に

決定いたしました。なお、その他の連結子会社13社及び持分法適用関連会社１社については、金額的及び

質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に

大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。

さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚

偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取

引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロ

セスとして評価対象に追加しております。  

  

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



事業年度の末日後、欧州並びに北米地域における開発・販売強化策の一環として、Eidos plc(現Eidos 

Ltd)を買収し、連結子会社といたしました。この買収は、翌期以降の当社の財務報告に係る内部統制の有

効性の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月24日 

【会社名】 株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

（旧会社名 株式会社スクウェア・エニックス） 

【英訳名】 SQUARE ENIX HOLDINGS CO.,LTD. 

（旧英訳名 SQUARE ENIX CO.,LTD.） 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 和田 洋一 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 経理財務担当 松田 洋祐 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

（注）平成20年６月21日開催の第28回定時株主総会の決議により、平成20年10月１日に会社名を上記の

とおり変更いたしました。 



当社代表取締役社長和田洋一及び当社最高財務責任者松田洋祐は、当社の第29期(自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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